2016年8月28日～29日
改憲麻生発言、南スーダン、陸自実射訓練、TICAD、自民党・民進党の動き、高江、社説（東京「今憲法を考える」、岩手日報「PKO新任務」、朝日・山陽「共謀罪」）
改憲、初めてテーブル上に＝自民・麻生氏
　自民党麻生派は２８日、横浜市内のホテルで夏季研修会を開いた。会長の麻生太郎副総理兼財務相は講演で、改憲勢力が３分の２を超えた７月の参院選の結果について「保守であろうとリベラルであろうと共産党であろうと、初めてテーブルの上で憲法改正の話ができる状態になった」と述べ、意義を強調した。
　麻生氏は、９月召集予定の臨時国会に関し「日本をまともな方向に進めていくよう、われわれが中心となって頑張るということだ」と語り、派閥の結束を呼び掛けた。研修会には麻生氏や松本純国家公安委員長ら２８人が参加した。（時事通信2016/08/28-17:52）
麻生財務相「憲法改正、テーブルの上で話できる状態に」
朝日新聞デジタル2016年8月28日22時31分
　自民党の麻生太郎財務相は２８日、７月の参院選で自民や公明など改憲４党・会派の「改憲勢力」が憲法改正の発議に必要な「３分の２」以上の議席に達したことに触れて、「保守であろうとリベラルであろうと、共産党であろうと誰であろうと、憲法改正問題が初めてテーブルの上で話ができる状態になった」と語った。横浜市内のホテルで開いた自民党麻生派の研修会で講演した。
　麻生氏は「自民党は結党この方、ずっと憲法改正の話をしつづけてきた」と強調したうえで、「最終的には国民投票で決まる」と述べた。
与野党での改憲論議に期待　自民・麻生氏 
日経新聞2016/8/28 20:13
　自民党麻生派は28日、横浜市内で研修会を開いた。会長の麻生太郎副総理・財務相は講演で、先の参院選で憲法改正に前向きな勢力で３分の２の議席を得たことに触れ「保守であろうとリベラルであろうと共産党であろうと、改憲問題が初めてテーブルの上で話ができる状態になった」と指摘。９月召集の臨時国会を念頭に、与野党での改憲論議に期待感を示した。
　麻生氏は「日本をまともな方向に進めるために、引き続き安倍内閣、自民党中心で頑張っていく」と語った。研修会には麻生氏のほか、松本純国家公安委員長らが参加した。
馬場氏、17年にも国民投票　改憲論議「開始決断を」

共同通信2016/8/28 18:56

[image: image1.jpg]


インタビューに答える日本維新の会の馬場伸幸幹事長

　日本維新の会の馬場伸幸幹事長は28日までに共同通信のインタビューに応じ、秋の臨時国会から衆参両院の憲法審査会で改憲論議に入れば、2017年中の国民投票が可能との認識を示した。自民党に議論開始の決断を促し、改憲に反対する政党について「憲法審に出てくる必要はない」と批判した。

　改憲勢力が3分の2を確保した先の参院選を踏まえ「国民は改憲を求めている」と強調。憲法審について「改正するために議論するのが目的だ」と指摘し、議論が進んでいない現状に関し「時間と税金の無駄」と訴えた。

陸自の駆け付け警護、地域限定へ　南スーダンPKO

共同通信2016/8/29 02:00

　3月施行の安全保障関連法で可能になった自衛隊の「駆け付け警護」について、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊が実施する際は、活動地域を宿営地がある南部に限定する方向で防衛省が最終調整していることが28日、分かった。政府関係者が明らかにした。安保法に規定のない地理的要件を明確にするとともに、隊員の安全確保を図る狙いとみられる。

　南スーダンPKOに関する現行の実施計画は10月末に期限を迎える。政府はそれまでに現地の治安情勢を見極めた上で、（1）期間延長の是非（2）駆け付け警護の任務を付与するのか（3）その実施場所―を最終判断する。

陸自総合火力演習を公開＝安保法施行後初めて－静岡・東富士


陸上自衛隊による富士総合火力演習の最終日、発煙弾を発射する戦車や装甲車など＝２８日午前、静岡県御殿場市の東富士演習場
　国内最大級となる陸上自衛隊の実弾射撃訓練「富士総合火力演習」が２８日、東富士演習場（静岡県御殿場市など）で一般公開された。離島防衛を想定した統合訓練を実施し、稲田朋美防衛相が視察した。
　３月の安全保障関連法施行後、初の演習となったが、同法で可能となった新任務を反映した訓練は行われなかった。
　陸上幕僚監部によると、陸海空３自衛隊から約２４００人が参加。使用した弾薬は約３６トンで、経費は弾薬のみで約３億９０００万円だった。（時事通信2016/08/28-22:11）
陸自、離島奪回想定し統合作戦　安保法後初の総合火力演習

共同通信2016/8/28 12:33
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陸上自衛隊の「富士総合火力演習」＝28日、静岡県の東富士演習場[image: image4.jpg]


陸上自衛隊の「富士総合火力演習」の視察に訪れた稲田防衛相（中央）＝28日、静岡県の東富士演習場
　陸上自衛隊による国内最大規模の実弾射撃演習「富士総合火力演習」が28日、静岡県の東富士演習場で行われ、敵に占領された離島を奪回するとの想定で、陸海空3自衛隊が統合作戦を展開する様子を一般公開した。

　自衛隊の任務を拡大させる安全保障関連法が3月に施行されてから初の実施となるが、防衛省によると、新任務の内容は反映していない。

　演習は隊員約2400人が参加。実弾約36トン（約3億9千万円相当）を使用し、10式戦車なども投入。1961年から毎年実施している。

陸自国内最大の実弾演習「富士総火演」　２万７千人見学
朝日新聞デジタル福井悠介2016年8月28日18時24分

低空でホバリングする大型輸送ヘリＣＨ４７からロープで降下する隊員ら＝２８日午前、静岡県の東富士演習場、福井悠介撮影










　陸上自衛隊は２８日、東富士演習場（静岡県御殿場市、裾野市、小山町）で、国内最大の実弾演習「富士総合火力演習」を一般公開した。観覧チケットには１４万７８３１件の応募があり、倍率は２８・６倍。昨年の２８・８倍に次ぐ高率だった。招待客と合わせ、２万６８４９人が見学した。
　２０１２年からは毎年、演習場を離島に見立て、上陸して侵攻してくる敵を撃退する想定で演習している。隊員約２４００人、戦車や装甲車約８０両、大砲約６０門、攻撃ヘリなど航空機約２０機が参加し、約３６トン（約３億９千万円分）の弾薬を使った。
　富士総合火力演習は、１９６１年に始まり、６６年から一般公開している。陸自によると、隊員教育のほか、「陸自に対する国民の理解と信頼を深める」ことを目的にしている。（福井悠介）
しんぶん赤旗2016年8月29日(月)

戦争法具体化　色濃く　陸自が富士総合火力演習

弾薬３．９億円

　陸上自衛隊は２８日、国内最大規模の実弾射撃訓練「富士総合火力演習」を東富士演習場（静岡県御殿場市）で一般公開しました。安保法制＝戦争法が施行（３月２９日）され、２４日には稲田朋美防衛相が戦争法に基づく自衛隊新任務の訓練に全面的に着手することを表明するもとで行われた富士総合火力演習。演習には弾薬約３６トン、３億９０００万円相当の税金がつぎ込まれました。

　稲田防衛相は配布資料にあいさつを掲載。このなかで、東シナ海や南シナ海で軍事的行動を強める中国を念頭に「アジア太平洋地域を含め、グローバルなパワーバランスの変化が起きている」と強調し､戦争法によって｢抑止力が向上し、切れ目のない対応を行うことが可能となった」と述べました。

　総合火力演習の柱の一つは「島しょ部に対する攻撃への対応｣｡戦争法を具体化する「島しょ奪回」訓練などが展開されました。演習を解説する大型スクリーンには、今後、陸自が導入するオスプレイの姿も映し出されました。装備品展示では、今回初めて機動戦闘車と輸送防護車も展示されました。

　演習には隊員約２４００人が参加。戦車・装甲車は約８０両、各種火砲約６０門、航空機約２０機、その他車両約７００両が用いられました。

離島防衛で陸自が実弾射撃演習を公開
NHK8月28日 17時40分
離島の防衛態勢の強化が進む中、陸上自衛隊は離島が侵攻されたことを想定した大規模な実弾射撃の演習を公開しました。
陸上自衛隊が静岡県の東富士演習場で毎年公開している大規模な実弾射撃の演習には、戦車などおよそ８０両の車両と対戦車ヘリコプターなど、およそ２０機の航空機が参加しました。
防衛省は、中国の海洋進出の活発化などを念頭に、南西諸島の防衛態勢の強化を進めていて、演習は５年続けて離島が侵攻されたことを想定して行われました。
演習ではヘリコプターで輸送した隊員や車両が状況を偵察したあと、戦車の射撃などで陣地を奪回するまでの手順を確認しました。
陸上自衛隊によりますと、ここ数年、２０社以上の海外メディアが取材に訪れているということで、このうち、２８日に取材に来た韓国のテレビ局は「自衛隊の変化がアジア地域にどのような影響をもたらすか興味を持っている」と話していました。
日米学生が米国で原爆議論　トルーマン図書館

共同通信2016/8/28 19:23
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27日、米ミズーリ州のトルーマン図書館で、原爆使用の議論の結果を発表する立命館大の宇佐美依里さん（右）とミズーリ大カンザスシティー校のジョーダン・ファンシューロさん（共同）　【インディペンデンス共同】立命館大（京都市）の学生らが27日、米中西部ミズーリ州インディペンデンスのトルーマン図書館を訪れ、広島、長崎への原爆投下を命じた当時のトルーマン大統領や補佐官らの役割を演じ、原爆使用の可否などを議論した。大統領役の日米大学生2人は広島への原爆投下を決断した。

　「ホワイトハウス意思決定センター」と呼ばれる同図書館の歴史学習プログラム。立命館大の学生5人と地元の大学生らの計11人は、トルーマン氏、大統領報道官、陸軍長官、原爆を開発したロスアラモス国立研究所所長らの役割を与えられ、機密指定を解除された外交公電や資料を基に議論した。

戦中の特攻機製造工場伝える展示会 群馬 太田
NHK8月28日 14時21分
太平洋戦争末期に地下に建設が進められた特攻機の製造工場の実態を伝える展示会が、群馬県太田市で開かれています。
群馬県太田市では、アメリカ軍による空襲を避けるため、丘陵地帯の地下をくりぬいて、特攻機を製造する大規模な工場の建設が進められましたが、完成しないまま終戦を迎えました。
その工場の実態を知ってもらおうと、地元の市民グループでは、毎年、展示会を開いています。
会場には、市民グループが作成した地下工場の配置図や、現在は荒れ果てた状態となっている工場の入り口の写真など、およそ２００点の資料が展示されています。
このほか、建設工事に動員されたとされる中国や朝鮮半島の人たちや、太田市の空襲の被害について説明するパネルなども展示され、地域に残る戦争の傷痕を伝えています。
市民グループのメンバーの石塚久則さんは、「この地域は、軍需工場が多く、空襲で狙われやすい場所でした。戦争末期に何があったのが伝えていくことが平和につながると思います」と話していました。
この展示会は、２８日午後４時まで太田市の強戸行政センターで開かれています。
＜記憶　戦後７１年＞（上）極寒の地　極限の苦　シベリア抑留３年・宮嶋孝吉さん

東京新聞2016年8月29日 朝刊

　戦争を生き延びた兵士はさらなる悪夢を見た。初年兵だった宮嶋孝吉さん（９１）＝東京都荒川区＝が、三年間抑留された旧ソ連のシベリアで強いられたのは、極寒と飢餓、過酷な労働という三重苦だった。

　一九四二年、故郷の滋賀県長浜市の商業学校を卒業後、新天地で職を得ようと旧満州（中国東北部）の企業に就職。四五年二月になって召集され、東部の満ソ国境の警備に就いた。二十歳だった。

　部隊の主力は三十～四十代の兵士と初年兵。関東軍の精鋭は本土決戦に備え、続々と内地に送られていた。武器もほとんどなかった。ドイツ降伏以降、国境付近のソ連軍は日に日に膨れ上がり、一兵卒の目にも日本の敗北は必至だった。

	シベリアでの抑留体験を酒井翔平記者（左）に語る宮嶋孝吉さん＝東京都荒川区で
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　八月九日、対日参戦したソ連軍が満州に侵攻。再編された歩兵第三七〇連隊に所属していた宮嶋さんは、約三十人の兵士とともに牡丹江（ぼたんこう）の本隊と合流するために後退した。ソ連軍と遭遇したらひとたまりもない。日中は山中で息を潜めた。十五日、上官から日本の降伏を教えられた。「助かった」と正直ほっとした。

　敗戦から十三日後、仲間とともに捕虜に。列車に乗せられ、「帰国できるのか」と喜んだのはつかの間だった。着いたのは沿海地方の森林地帯。いつ終わるか分からない強制労働の始まりだった。

　午前八時から午後五時まで働き、休みは週一度。森林伐採やアスファルトの舗装、農作物の収穫－。あらゆる肉体労働を経験した。食事はゆでた大豆やアワ、トウモロコシ茶わん一杯分が一日三回。「家畜が食べていたようなものを人間が食っていたんだよ」。農場で豚や牛の世話をしていた時、あまりの空腹にふらつき、見張りの目を盗んで家畜のエサを口にした。生きたい、という本能が人間の尊厳を上回った。

　後に送られたコムソモリスクの収容所では、病気で亡くなった抑留者や脱走を試みて射殺された仲間を埋葬した。冬には氷点下四〇度になる。先端を尖（とが）らせた鉄の棒でも凍った地面に穴を掘るのは困難だった。「こんなところで死んでたまるか」。遺体を見て帰国の思いは強まった。

　四八年五月、港町・ナホトカを経由し京都府の舞鶴港に到着した。紺ぺきの海と青々と茂る木々を見て、四季の豊かな祖国に戻ったことを実感した。「日本が美しいと思ったのは初めてだった」

　過酷な戦争体験の中で、胸を張れることが一つあるという。「一人も殺さなかったんだよ」。殺さなければ殺される苛烈な戦場。命に手をかけなかった幸運をかみしめている。

　「お国のため死ね、上官の命令は絶対と教えられ、それが当たり前だと思っていた。平和な時代を生きて、価値観が変わった。たとえ上官の命令であっても、殺したら一生後悔していただろう」

　取材中、私に「翔平」と名付けてくれた祖父のことを思い出した。「平和な世を翔（かけ）抜けてほしい」。戦争体験者だった祖父は一昨年に亡くなった。記者になるまで戦争に関心が薄く、直接話を聞けなかったことを悔やんでいる。

　「若者に自分の体験を語ったのは君が初めて。みんな関心もないし、想像できないんだろうな」と宮嶋さんは語ってくれた。想像がつかなくても忘れてはならない現実がある。一つでも多く伝えたい。　（酒井翔平（２６歳）　したまち支局）

　◇　

　終戦の夏から七十一年。ことしも若い記者たちが、体験者の証言を通じ、戦争のむごさ、おろかさを見つめた。彼らの過酷な「記憶」を受け継ぐことで、今の平和をあすにつなげられると信じて。

＜シベリア抑留＞　１９４５年８月、対日参戦した旧ソビエト連邦が、旧満州に侵攻。駐屯していた日本の陸軍将兵らを旧ソ連領内やモンゴルの収容所に送り、強制労働させた。厚生労働省の推計では約５７万５０００人。劣悪な環境によって約５万５０００人が死亡した。

　この企画へのご意見、ご感想をお聞かせください。メールはshakai@tokyo-np.co.jp、手紙は〒１００　８５０５（住所不要）東京新聞社会部、ファクスは０３（３５９５）６９１９

ジブチ大統領らと会談＝安倍首相
　【ナイロビ時事】アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）出席のためケニアを訪問中の安倍晋三首相は２８日、ジブチのゲレ大統領、ウガンダのムセベニ大統領と相次いで会談した。ジブチには海賊対処活動に従事している自衛隊が駐屯しており、首相はゲレ氏に対し、自衛隊への継続的な支援に謝意を表明。両氏は航行の自由が重要との認識で一致した。
　首相はムセベニ氏との会談で、送変電網整備のため約１３６億円の円借款供与の方針を伝達。ムセベニ氏は「日本と持続可能なビジネスを推進したい」と応じた。　
　首相はケニア滞在中、アフリカの１２の首脳と個別に会談。各国首脳を招いたワーキングディナーも開催し、国連安保理改革などをめぐり協力を働き掛けた。（時事通信2016/08/28-19:32）
首相 ジブチ大統領と会談「航行の自由が重要」
NHK8月28日 20時13分
[image: image13.jpg]



ケニアを訪れている安倍総理大臣は、ジブチのゲレ大統領と会談し、海洋進出を強める中国を念頭に、海洋国家として、航行の自由が重要だという認識で一致しました。
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に出席するため、ケニアを訪れている安倍総理大臣は、日本時間の２８日午後、ジブチのゲレ大統領と会談しました。
この中で、安倍総理大臣は、ソマリア沖の海賊対策に参加している海上自衛隊の活動拠点がジブチに置かれていることに触れ、自衛隊に対するジブチの継続的な支援に謝意を表しました。そして、ジブチに対し、１億４０００万円の食料援助を行うことを伝えました。
また、両首脳は、海洋進出を強める中国を念頭に、ともに海洋国家として、航行の自由が重要だという認識で一致しました。
このあと、安倍総理大臣は、ウガンダのムセベニ大統領と会談し、首都カンパラの送電網などの整備に、およそ１３６億円の円借款を供与することを表明しました。
安倍首相、対中国で差別化腐心＝「質」の支援、成果に時間－アフリカ開発会議
　【ナイロビ時事】初めての現地開催となった第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）首脳会議で安倍晋三首相は、日本の投資の質の高さや官民一体の支援をアピールした。急速に地域への影響力を増す中国と差別化することで、巻き返しを図った。ただ、巨額の援助攻勢をかける中国と比べるとインパクト不足は否めず、外交成果が上がるまでには時間がかかりそうだ。
　「日本企業には『質』への献身がある。アフリカで力を生かすときが来た」。首相は２７日の基調演説で、日本の姿勢をこうアピール。今後３年間で官民で３兆円規模のアフリカ投資を行う方針を打ち出した。
　２０００年以降、中国とアフリカの貿易総額は２０倍以上に跳ね上がった。日・アフリカ間との比較では、貿易総額で４倍、投資残高は３倍となる。中国がＴＩＣＡＤにならって創設したフォーラムで習近平国家主席は昨年、約６兆円のアフリカ支援を表明し、存在感を見せつけた。
　こうした中、首相が着目したのが投資や支援の質だ。アフリカ経済は資源価格の下落により近年は成長が鈍化している。２８日採択したナイロビ宣言では「一次産品部門への依存を低減し、さらなる経済の多角化が必要」として、質の高い投資の優位性を強調した。
　中国への対抗意識は経済にとどまらない。２７日の演説で打ち出した「自由で開かれたインド太平洋戦略」では、「力や威圧と無縁で自由と法の支配、市場経済を重んじる場として育てる責任を担う」と表明。この項目について首相は２８日の共同記者会見で、特定の国を指したものではないとしつつ、「海洋が自由で開かれていることは、日本の繁栄にとって死活的に重要だ」と指摘した。
　外務省幹部は「支援の金額で中国と対抗しても勝てない。日本らしい信頼できる支援を続けることが大切だ」と話す。
　ただ、南シナ海問題で仲裁裁判所が７月に出した判決をめぐっては、中国の立場を支持したアフリカの国が相次いだ。一部の国では、透明性が条件となる日本などの支援よりも、中国の援助を歓迎する風潮もある。日本がアフリカで中国に対抗していくには、息の長い取り組みを通じて雇用拡大や人材育成などの実績を積んでいくことが必要となる。（2016/08/28-22:35）
ナイロビ宣言・要旨＝アフリカ開発会議
　第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）で採択された「ナイロビ宣言」要旨は次の通り。
　【序論】ＴＩＣＡＤの初のアフリカ開催を歓迎。アフリカは世界経済の中で重要なプレーヤー。ＴＩＣＡＤはアフリカとの開発対話の中で、引き続き他に類を見ない役割を担う。
　【三つの新たな課題】
　世界的な一次産品の価格下落が多くの国の財政と債務持続可能性を悪化させていることを認識。アフリカ経済は一次産品部門、特に採取産業への依存を低減するためにさらなる経済の多様性が必要。エボラ出血熱の流行は多くの死者を出し、社会経済活動をまひさせた。強靱（きょうじん）で持続可能な保健システムが重要。テロと暴力的過激主義に対処する上での社会安定化が重要。
　【経済の多角化】
　経済の多角化と産業化に持続可能な方法で貢献することを決意。質の高いインフラの重要性を強調。雇用創出や技術・ノウハウ移転、能力強化につながる投資を推進。民間投資、起業、官民連携を含む民間セクターの役割強化に取り組む。教育、技術・職業訓練を通じ必要なスキルを伸ばす取り組みを加速。
　【保健システム強化】
　保健システム強化を決意。感染症の大規模流行、パンデミックなどの危機に対応。
　【社会安定化】
　社会安定化の促進を決意。教育、技術・職業訓練、雇用創出の推進。テロや暴力的過激主義との闘いを再確認。海洋安全保障に関する国際的な取り組みを促進。国連海洋法条約に反映された国際法の原則に基づく海洋秩序を維持。国連安全保障理事会を含む国連諸組織を早急に改革する決意を再確認。（ナイロビ時事）（時事通信2016/08/28-22:06）
アフリカ雇用創出へ投資＝テロ撲滅へ連携－ナイロビ宣言・ＴＩＣＡＤが閉幕
　【ナイロビ時事】第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）は２８日午後（日本時間同日夜）、今後のアフリカ支援の指針となる「ナイロビ宣言」を採択して閉幕した。宣言は、アフリカを「世界経済の中の重要なプレーヤー」と位置付け、その成長を後押しするため、雇用創出や技術移転につながる「質の高いインフラ」投資を進めていくことをうたった。
　安倍晋三首相は、ケニアのケニヤッタ大統領らとともに閉幕後の共同記者会見に臨み、「アフリカがこれまで以上に成長していくためには民間の活力が不可欠だ。日本は官民挙げてアフリカ自身が主導する発展を支援していく」と強調。自らが打ち出した官民総額で約３兆円の投資を履行していく姿勢を鮮明にした。ケニヤッタ氏は、初のアフリカ開催となった今回の会合を「大成功」と振り返った上で、「日本はますます強く安定したパートナーになってきている」と述べた。
　同宣言は、（1）経済の多角化・産業化を通じた経済構造改革の促進（2）質の高い生活のための強靱（きょうじん）な保健システム促進（3）繁栄の共有のための社会安定化促進－を３本柱に据えた。（時事通信2016/08/28-22:32）
感染症対策、アフリカ支援…「ナイロビ宣言」

読売新聞2016年08月28日 22時18分

　【ナイロビ＝白石洋一】日本主導でアフリカ開発の支援について議論する第６回「アフリカ開発会議」（ＴＩＣＡＤ）は２８日午後（日本時間２８日夜）、ケニアの首都ナイロビで閉幕した。

　日本とアフリカ各国などがエボラ出血熱など感染症対策に取り組むことや、人材育成を進めることを柱とした「ナイロビ宣言」を採択した。

　安倍首相は、２８日の共同記者会見で、「アフリカは２１世紀最大のフロンティアだ。日本は、官民あげて発展を支援する。日本の貢献は産業発展による経済の多角化、発展の果実の分配で、社会の安定をもたらす」と述べた。

　ナイロビ宣言では、今回の会議で主要議題となった、経済の構造改革の促進や感染症対策を含む保健システム改革、社会の安定化のため、日本とアフリカ各国が連携することを盛り込んだ。

アフリカ開発会議 　海洋秩序の維持明記　ナイロビ宣言採択
毎日新聞2016年8月28日　22時08分（最終更新　8月28日　23時13分）
　【ナイロビ前田洋平】ケニアの首都ナイロビで２日間にわたり開かれた第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ６）が２８日、ナイロビ宣言を採択し閉幕した。宣言では海洋安全保障の強化を明記し、中国をけん制。日本企業のアフリカ進出を後押しするため、日本の高い技術力を生かしたインフラ投資や人材育成、社会安定化の重要性を盛り込んだ。 
　安倍晋三首相は閉幕後にケニアのケニヤッタ大統領らと共同記者会見に臨み、海洋安全保障に関し「法の支配が尊重されることは、地域の平和と繁栄の基礎となる」と強調した。「特定の国を念頭に置いていない」とも述べた。 
　宣言では、海洋安保について「国際法の原則に基づく海洋秩序維持の重要性」を明記。中国が南シナ海問題でアフリカの一部の国々の支持を取り付けていることを念頭に、日本とアフリカの連携強化を打ち出した。アフリカにとって身近な海賊や違法漁業などの海上犯罪でも、海上保安従事者の能力構築などで取り組みを強化する。アフリカで影響力を強める中国に対抗する。 
　テロ対策では、司法・警察、国境管理など水際防止や取り締まりを強化する。情報交換や平和教育も進める。また、国連の安全保障理事会改革について、早急に改革する決意や対話の強化を確認した。 
　日本とアフリカが今後共同して取り組むべき「実施計画」として、経済多角化・産業化を通じた経済構造改革▽強じんな保健システム▽繁栄共有のための社会安定化−−を促進する方針もまとめた。 
◆ナイロビ宣言骨子◆ 
・質の高いインフラや人材育成などで経済の多角化・産業化を通じた経済構造改革の促進 
・公衆衛生危機に対応する強じんな保健システムの促進 
・テロ対策や海洋安全保障への取り組みで繁栄共有のための社会安定化を促進 
ＴＩＣＡＤ全体会合 安倍首相「安全なビジネス環境整備を」
NHK8月28日 19時30分
安倍総理大臣は、ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議の全体会合で、アフリカ側に対し、日本企業が進出しやすいよう安全にビジネスができる環境の整備を求めました。ＴＩＣＡＤはこのあと、資源の輸出に偏ってきたアフリカ経済の多角化を図ることなどを盛り込んだ「ナイロビ宣言」を採択して閉幕します。
ケニアで開かれているＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は２８日、最終日を迎え、日本時間の午後、安倍総理大臣や、同行している民間企業の代表者らも出席して全体会合が開かれました。
この中で、安倍総理大臣は、「日本企業の高い技術力は、アフリカの開発課題を解決することに資すると確信している」と述べました。
そのうえで、「日本企業がアフリカに求めていることは明確だ。平和と安定の確保と、安全なビジネス環境の整備をお願いしたい」と述べ、アフリカ側に対し、日本企業が進出しやすいよう安全にビジネスができる環境の整備を求めました。
ＴＩＣＡＤは、このあと、日本時間の午後８時半ごろから、「閉会セッション」が行われ、２日間の議論の成果を盛り込んだ「ナイロビ宣言」を採択することにしています。
「ナイロビ宣言」では、資源価格が下落したことなどから、資源の輸出に偏ってきた経済の多角化を図ることや、エボラ出血熱の感染拡大などを受けて、医療・保健体制を強化すること、それに、テロの根絶に向けて社会の安定化を進めることなどが盛り込まれます。
そして、安倍総理大臣が、共同議長を務めるケニアのケニヤッタ大統領らと記者会見して成果を発表し、ＴＩＣＡＤは閉幕します。
安倍総理大臣は、台風１０号が本州に接近するおそれがあることから、予定を前倒しして、日本時間の２９日未明、ケニアを出発して帰国することにしています。
地元紙 日本の民間投資への期待伝える
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議が開かれているケニアでは、地元の新聞が２８日の紙面で４ページにわたって会議について詳しく伝えました。
記事では、前日、安倍総理大臣が今後３年間でアフリカに総額３兆円規模の投資を行うと表明したことを紹介し、「アフリカが直面する課題の解決に役立てられることが期待される」として、日本が官民を挙げてアフリカで質の高いインフラ整備を行うことへの期待を示しました。
そのうえで、中国が去年、アフリカに日本円でおよそ６兆円の資金を拠出すると表明したことにも触れ、「日本の投資額は中国よりも少ないが、中国のような政府による投資ではなく、多くは民間を通じて行われる投資だ」として、日本の民間企業が果たす役割に期待を寄せました。
また、ケニアのケニヤッタ大統領も２８日に開かれた全体会合で、「産業の多様化などアフリカ経済の構造転換を進めるには民間企業の果たす役割が極めて重要で、ＴＩＣＡＤでも民間主導の成長が焦点となっている」と述べ、日本企業に対してより積極的に投資を行うよう、促しました。
産経新聞2016.8.29 00:09更新 
【ＴＩＣＡＤ】安倍晋三首相、１２カ国と“マラソン会談”　中国に対抗、個別に支援策示し連携強化　

アフリカ開発会議が開幕し、記念撮影に収まる各国首脳ら。前列中央が安倍首相＝８月２７日、ナイロビ（共同） 
　【ナイロビ＝松本学】安倍晋三首相はケニア滞在中、アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤＶＩ）の関連行事の合間を縫い、１２カ国に上るアフリカ諸国首脳と会談をこなした。“マラソン会談”の背景にはアフリカで存在感を強める中国を念頭に巻き返しを図る狙いがある。
　「日本企業のウガンダ進出を促進したい。貿易、投資環境の整備をともに進めていきましょう」
　２８日午前（日本時間同日午後）、ウガンダのムセベニ大統領との首脳会談に臨んだ安倍首相は親しみを込めて呼びかけた。
　同国には送変電網整備のため１３６億円を限度額とする円借款の供与方針を伝達。２７日午後（日本時間２８日午前）のナイジェリアのブハリ大統領との会談ではインフラ整備のほか人道支援などの支援継続を表明した。
　首相は会談した多くの首脳に対し、円借款などの具体的支援策を提示した。
　最後の巨大市場と称されるアフリカへの「未来を信じる投資」（安倍首相）であるだけでなく、国連安全保障理事会常任理事国入りに向け支持をとりつけたいという思惑もにじむ。
　同時に、日本とインフラ整備を競い合う中国に対抗する狙いもある。ＴＩＣＡＤでとりまとめられた「ナイロビ宣言」に「質の高いインフラ投資」が据えられたのは、日本の技術力のアピールといえる。
　政府関係者は「中国による安価なインフラ整備に対抗するには日本の『質』を理解してもらうしかない。一連の個別首脳会談はその契機となったはずだ」と話した。
官民一体でアフリカ支援＝安倍首相
　【ナイロビ時事】安倍晋三首相は２８日、ケニアの首都ナイロビで開かれた第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）で「民間との対話」に出席した。あいさつで首相は「アフリカが質の高い成長を続けるためには民間の力が必要なことは自明だ。日本企業の高い技術力はアフリカの開発課題を解決することに資する」と述べ、官民一体でのアフリカ支援をアピールした。
　首相はまた、アフリカ側に安全なビジネス環境の整備や自由で安定した企業活動の実現を要請。首相のケニア訪問には約８０の企業・団体が同行しており、会合には榊原定征経団連会長らも出席した。（2016/08/28-16:59）
アフリカ各国 日本企業の積極的進出を望む声
NHK8月29日 5時44分
２８日まで開かれたＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に出席した各国の首脳などからは、日本が会議を主導したことを高く評価する一方で、民間企業のより積極的なアフリカ進出を望む声が聞かれました。
ケニアの首都ナイロビで開かれていたＴＩＣＡＤは２８日、２日間の議論の成果を盛り込んだナイロビ宣言を採択して閉幕し、アフリカ各国の首脳などは日本が会議を主導したことを高く評価していました。
一方で、日本の民間企業のより積極的なアフリカ進出を望む声も多く聞かれました。
ルワンダのカガメ大統領はＮＨＫのインタビューに答え、アフリカに進出している日本企業が少ないことを挙げて、「日本は、アフリカへの投資を拡大して協力関係を強化することをためらっているようだ」と指摘しました。
そして「アフリカでどこに投資し、どこに焦点を当てるべきなのか、日本企業はもっと把握するべきだ」と述べ、日本企業が適切に現地のニーズをつかむことが重要だとしました。
こうした声に対し、経団連のサブサハラ地域委員長を務める大手建設機械メーカー「コマツ」の野路國夫会長もＮＨＫのインタビューで、「トップがリスクを考えて積極的に投資をすることが大切だ」と述べました。
ＴＩＣＡＤ閉幕 首相 官民挙げてアフリカの発展を支援
NHK8月29日 4時53分
ケニアで開かれていたＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は、日本時間の２８日夜、閉幕し、議長を務めた安倍総理大臣は、記者会見で、官民を挙げてアフリカの発展を支援していく考えを強調しました。一連の日程を終えた安倍総理大臣は、２９日未明、政府専用機で現地を出発し、帰国の途につきました。
安倍総理大臣は、今月２５日に日本を離れ、アフリカで初めて、ケニアの首都ナイロビで開かれたＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に出席しました。
この中で、安倍総理大臣は、日本が官民を挙げて質の高いインフラ整備を行うなど今後３年間で総額３兆円規模をアフリカに投資するとともに、およそ１０００万人の人材育成に取り組むことを表明しました。
また、日本の新たな外交戦略として、「自由で開かれたインド太平洋戦略」を打ち出し、海洋進出を強める中国を念頭に、民主主義や法の支配、市場経済などの価値観をアフリカ全土に広げたいと提案しました。
さらに、安倍総理大臣は、アフリカの１２か国の首脳と２国間の会談を重ね、日本の常任理事国入りを含む、国連安保理改革の推進に向けて協力を求めました。
そして、ＴＩＣＡＤでは、資源の輸出に依存してきたアフリカ経済の多角化を進めることや、テロの根絶に向けて社会を安定化させることなどが必要だとした「ナイロビ宣言」を採択しました。
議長を務めた安倍総理大臣は、閉幕にあたって記者会見し、「日本は約束を守る国であり、１つ残らず実行する」と述べ、官民を挙げてアフリカの発展を支援していく考えを強調しました。
一連の日程を終えた安倍総理大臣は、台風１０号が本州に接近するおそれがあるとして帰国の予定を早め、日本時間の午前４時すぎ、政府専用機でナイロビを出発し、帰国の途につきました。
アフリカでは、巨額のインフラ投資を背景に中国が影響力を強めていますが、政府としては、日本の技術やノウハウを生かした質の高い支援や投資を拡大させることで、存在感を増していきたいとしています。
ＴＩＣＡＤ ナイロビ宣言を採択し閉幕
NHK8月28日 23時42分
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ケニアで開かれていたＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は、資源の輸出に依存してきたアフリカ経済の多角化を進めることが必要だなどとした「ナイロビ宣言」を採択して閉幕しました。安倍総理大臣は記者会見で、今回の合意内容を確実に実行し、官民を挙げてアフリカの発展を支援していく考えを強調しました。
アフリカで初めて開かれたＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は、ケニアのナイロビで、アフリカ各国の首脳らが出席して２日間にわたって議論が行われ、日本時間の２８日夜、成果を盛り込んだ「ナイロビ宣言」を採択して閉幕しました。
「ナイロビ宣言」では、原油などの資源価格の下落がアフリカ諸国の財政悪化を招いているとして、資源輸出への依存を減らして経済の多角化を進めることや、エボラ出血熱の感染拡大が経済活動をまひさせたとして、医療・保健体制を強化すること、それに、テロを強く非難し、根絶に向けて社会を安定化させることなどが必要だとしています。
また、宣言には、海洋進出を強める中国を念頭に国際法に基づいて海洋秩序を維持することや、日本の常任理事国入りを含む国連安保理改革を早急に進めることも盛り込まれています。
安倍総理大臣は、共に議長を務めたケニアのケニヤッタ大統領らと共同記者会見に臨み、「日本は約束を守る国であり、１つ残らず実行する。こうした日本の貢献は経済の多角化と、発展の果実の分配による社会の安定化をもたらし、保健医療へのアクセス向上にもつながる。アフリカは世界の希望を担う大陸だ。さらに成長し、大きく変貌すると確信している」と述べ、官民を挙げてアフリカの発展を支援していく考えを強調しました。
また、安倍総理大臣は、今回新たに打ち出した「自由で開かれたインド太平洋戦略」について、「法の支配の尊重は地域の平和と繁栄の基礎になっているという観点から、航行の自由や、法の支配の重要性を訴えてきた。これをアフリカまで広げ、アジアとアフリカが自由で開かれた海に結ばれ、法の支配が尊重される豊かで繁栄する地域としたいという考えを述べたものだ。特定の国を念頭に置いたものではない」と述べました。
安倍総理大臣はケニヤッタ大統領と会談し夕食会に出席したあと、台風１０号が本州に接近するおそれがあることから、帰国の予定を早め、日本時間の２９日未明、ケニアを出発することにしています。
「ナイロビ宣言」 ３つの優先課題挙げる
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議では、閉幕にあたり、議論の成果を盛り込んだ「ナイロビ宣言」を採択しました。
この中では、「アフリカは今や世界で最も経済成長の速い国々の大部分を擁し、世界経済の重要なプレイヤーとして位置づけられる」としたうえで、今後の３つの優先課題を挙げています。
１つ目は、経済の多角化です。宣言では、原油などの資源価格の下落がアフリカ諸国の財政悪化を招いているとしたうえで、資源輸出への依存を減らして、農業、製造業、観光業などの産業の成長を加速化させ、経済の多角化を進めることが必要だとしています。このため、雇用の創出や、技術・ノウハウの移転につながる質の高いインフラの投資を推進するとしています。
２つ目は、医療・保健体制の強化です。エボラ出血熱の感染拡大は、経済活動をまひさせたとして、危機に備えて予防する能力を持つ必要があるとしています。そして、アフリカのすべての人々が、生涯を通じて母子保健や予防接種などのサービスを受けられる医療・保健体制の強化が必要だとして、ＷＨＯ＝世界保健機関や世界銀行と連携して資金の調達などを進めるとしています。
３つ目は、イスラム過激派などによるテロへの対策です。あらゆる形態のテロを強く非難したうえで、テロリストの入国を阻止するための国境の管理など、アフリカのテロ対策能力の向上に向けて連携を強化するとしています。さらに、テロの根絶には、教育や職業訓練、雇用創出などにより、社会を安定化させることが必要だとしています。
このほか、宣言では海洋進出を強める中国を念頭に、「国際法の原則に基づくルールを基礎とした海洋秩序を維持することの重要性を強調する」と盛り込んだほか、日本の常任理事国入りを含む国連安保理改革に関連し、「安保理を含む国連組織を早急に改革する決意を再確認する」としています。
総裁任期問題、年内結論目指す＝「３期９年」軸、延長に異論も－自民
　自民党は、安倍晋三首相の党総裁としての任期延長をめぐって、「党・政治制度改革実行本部」で今秋から議論を始める方針だ。延長論議の口火を切った二階俊博幹事長は、早ければ年内にも結論を得て、来年初めの党大会で正式決定する段取りを想定する。ただ、党内には異論もあり、思惑通りに進むかは不透明だ。
　実行本部の本部長には、弁護士出身で昨年の安全保障関連法の与党内論議をまとめた高村正彦副総裁が就任。本部長代行には、実務に定評のある茂木敏充政調会長が就く「重厚な布陣」となった。
　高村、茂木両氏は２６日、党本部で会談し、速やかに実行本部の人選を行うことを確認。「幹部会」のメンバーは各派閥の代表に加え、ベテランから若手まで党内の幅広い立場を網羅した構成にするとしている。
　◇頻繁な制度変更
　総裁任期は、党内の権力闘争の歴史に左右されてきた。１９５５年の結党当初「２年」だった任期は７１年に「３年」となり、７６年に「２年」に戻された。また、佐藤栄作首相（当時）の在任期間が７年８カ月の長期に及び、党内に不満が募ったこともあり、８０年に連続３選を禁止する規定が新たに加わった。
　現行の総裁任期は連続２期６年まで。安倍首相の総裁任期は２０１８年９月まで残っており、首相に近い幹部からも「そんな先の話を今からしたら、鬼が大笑いする」と違和感を指摘する声が出ている。「ポスト安倍」を目指す岸田文雄外相や石破茂前地方創生担当相にしてみればなおさらで、既に慎重な立場を表明済みだ。
　石破氏は２８日放送のラジオ日本の番組で「２年先のことなんて誰にも分からない。なぜ最優先事項なのか、今でも分からない」と改めて主張した。
　執行部側は恒久的な制度変更とすることで批判をかわしたい考え。任期を連続３期９年までとする案を軸に作業を進めるとみられる。「年内結論」方針には、慎重意見が強まる前に一気呵成（かせい）に党則改正を実現しようとの思惑もありそうだ。ただ、ここへきて若手の代表格である小泉進次郎農林部会長も「なぜ今なのか」と疑問を呈するなど、党内情勢には見通せない部分もある。（時事通信2016/08/28-15:38）
石破氏、総裁任期延長論に疑問　「なぜ最優先か」

共同通信2016/8/28 10:54

　自民党の石破茂元幹事長は28日放送のラジオ日本番組で、党執行部が9月にも安倍晋三首相の党総裁任期の延長を巡って議論を始めようとしていることに関して疑問を呈した。「2年先のことは誰にも分からない。なぜ最優先事項なのか私には分からない」と述べた。

　同時に「安倍氏があと2年間首相を務め、『立派な首相だ。3期までいいじゃないか』となり、みんなが『そうだ』と言うのなら、その時の判断だ」と指摘した。

　党則では総裁任期は連続2期6年までで、安倍首相は2018年9月に総裁任期を迎える。

石破氏、ラジオで安倍首相の任期延長をけん制

読売新聞2016年08月28日 19時34分

　自民党の石破茂・前地方創生相は２８日放送のラジオ日本番組で、安倍首相の党総裁任期延長について、「なぜ、最優先事項なのか分からない」と述べ、連続２期６年を限度としている規定を見直そうとする党執行部をけん制した。

　石破氏は「今、やるべきことは経済政策。金融緩和、財政出動、その次（の政策）を作ること」としたうえで、「あと２年、安倍首相がやって、『立派な首相だ。３期までいいじゃないか』となり、みんなが『そうだ』と言うなら、その時の判断だ」とも指摘した。

　安倍首相は現在、総裁２期目で、２０１８年９月で任期が切れる。二階幹事長は連続３期９年までの任期を可能にする党則改正を軸に、年内の意見集約を検討している。

民進のあり方「骨太に議論」　代表選で岡田氏 
日経新聞2016/8/27 20:24
　民進党の岡田克也代表は27日、前原誠司元外相が蓮舫代表代行に続いて９月の党代表選への立候補を正式表明したことに関し、横浜市内で記者団に「良い代表選が行われる期待感は高まってきた」と述べた。「野党との関係、これからの民進党のあり方で、蓮舫氏と前原氏の間で骨太な議論がなされるのではないか」とも語った。
　前原氏が26日の記者会見で野党共闘を巡り「基本政策が違う政党と組むのは野合」と述べたことについては「政権をともにする意味では、私も基本政策、理念が違うときに一緒にはできないと明確に申し上げてきた。あまり違わないのではないか」との見方を示した。
　政府が「共謀罪」の名称と構成要件を変えた組織犯罪処罰法改正案を国会に提出する検討に入ったことに関しては「本当に（適用対象が）絞り込まれているのかが重要だ。広がってしまうという大きな懸念がある」と話した。
志位共産委員長がマレーシア訪問へ
　共産党は２８日、志位和夫委員長が３１日からマレーシアのクアラルンプールを訪れると発表した。９月１～３日に同地で開かれる「アジア政党国際会議」第９回総会に出席する。同党によると、志位氏のマレーシア訪問は初めて。同４日に帰国する。　（時事通信2016/08/28-14:37）
鈴木代表「新党大地」解散に含み　自民道連内の要求受け

共同通信2016/8/28 20:36

　政治団体「新党大地」に「解散を求めること」を条件に自民党北海道連の新会長人事案がまとまった異例の事態を受け、新党大地の鈴木宗男代表は28日、「正確な話は聞いていないが、しかるべき時期に新会長から話があるものだと思っている」と述べ、解散に含みを持たせた。札幌市内で記者団に語った。

　鈴木代表は「新党大地の解党（解散）と言う資格は誰にあるのか」と不快感を示したが、「正式に話があったときに判断すればいい。私は聞く耳は十分に持っている」と強調した。

産経新聞2016.8.29 01:00更新 
【水内茂幸の野党ウオッチ】選挙でＳＥＡＬＤｓを錦の御旗のように利用した民共両党は、解散会見での彼らの“総括”をどう聞いたのか？

　解散にあたり記者会見する、若者グループ「ＳＥＡＬＤｓ」の奥田愛基さん（左端）ら＝８月６日、国会 
　安全保障関連法に反対する学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が１５日、解散した。デモや街頭演説で威勢のいい言葉が目立ったが、１６日の解散会見では、世間に主張を広めることがいかに困難かを語るメンバーが続出。７月の参院選では共産党を含む野党４党共闘の接着剤となったもの、自民、公明両党の圧勝を許したことへのもどかしさもにじませた。選挙戦でシールズを錦の御旗のように利用した民進、共産両党などは、彼らの総括をどう聞いたのだろうか。
　「選挙に関わるなかで、自民党をはじめ改憲勢力の方々が、この何十年間、憲法改正に向けて地道な努力を続けて来られたことがよくわかりました」
　会見に参加した女性メンバーは、「立憲主義の回復」などを掲げて戦った参院選で、逆に自民党などが憲法改正に向け、コツコツと積み重ねた苦労を肌で感じたことについて、こう振り返った。
　もちろんこの女性は、「その努力は国際的な軍縮の流れに逆行する時代錯誤のものだと認識している」と続け、あくまで今の改憲議論には反対の立場。ただ、世の中を政治的に動かすには、相当な時間と労力が必要だと悟ったようで、「今度は時代にあった新しい価値観に基づくリベラル側の『地道な努力』が問われてくる。とても長い戦いになる」とも述べた。
　別の男性メンバーは、「僕はスピーチすることが一番辛かった。自分自身が何を考えているか言わないといけないからだ」とも吐露。「理屈だけで安保法制の何が問題かを普通に話すことはできる。だが、自分にとってこの問題が何なのか。今の社会にとってどういう問題を持っているのかいうことは本当にしんどい。自分の中にそんなものがあるのかどうかも僕は疑わしい」とも述べ、口にする主張に心の内が追いつかなかった様子をあけすけに語った。
　デモでは、ラップ調の音楽に乗せて「（安保関連法の）賛成議員を落選させよう」などと過激な主張が目立ったシールズ。民進党や共産党は「市民の側が声を上げた」「政治活動とは無縁だった普段着の学生が、安保関連法廃止の大きなうねりを生み出した」などともてはやし、かたや自民党幹部は「一皮むけば共産党の別働隊」などと批判した。ただ、周囲が功罪両面で存在を大きく捉えたのとは裏腹に、実際は彼らなりの試行錯誤を繰り返していたようだ。
　シールズは参院選で「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」の一角に加わり、民進、共産など野党４党と政策協定を締結。選挙戦では、３２の改選１人区に擁立した野党統一候補を支え、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）を利用した支持の呼びかけやチラシの作成、各候補の応援演説などを手がけた。
　これを徹底的に利用したのが民進党や共産党だ。民進党は３月の結党大会にシールズ創設メンバーの奥田愛基氏を招いたほか、６月には党のホームページに岡田克也代表と奥田氏の対談を掲載。共産党も機関紙「しんぶん赤旗」で、シールズの一挙手一投足を連日詳報した。参院選では、野党統一候補の決起集会などに、シールズのメンバーが「安保関連法に反対するママの会」などとともに登場。「普通の人が手弁当で応援している」（共産党関係者）雰囲気の演出に一役買った。勝敗を分けるとされた無党派層の支持獲得の狙いがあったとみられる。
　ただし選挙のふたをあけてみれば、彼らの言動が期待したほど同世代の支持を集めたとは言い切れない。共同通信の出口調査では、１８、１９歳の比例代表の投票先は自民党が４０・０％、２０代は４３・２％といずれも最多。両世代とも、共闘した野党４党を合計した数字より、自民が１０ポイント近くも上回った。シールズは選挙戦で「安倍晋三政権打倒」を訴えたが、若者の多くは安倍政権を支持したといえる。
　シールズはデモで「誰も殺すな」「自衛隊員の命を守れ」などと訴えた。ただ、北朝鮮の核・ミサイル開発や軍事力強化を背景にした中国の海洋進出など、現実的な脅威に対する処方箋を具体的には示さなかった。
　奥田氏は解散会見で「まだ政治活動を担おうとする人が少ない」とも述べたが、現代の若者はシールズが参院選で駆使したＳＮＳも使い、国際政治や軍事情勢にはるかに明るくなっている。政治への無関心は今もはびこっているだろうが、メンバーが会見で語った「１０年先、２０年先の生活」を豊かにするために何が大切か、冷静に判断した若者も少なくないのだ。こうした若者にとっては、シールズの主張は反対のみが際立つ単色的なものに映ったのではないだろうか。
　解散会見の言葉を聞くと、一部のメンバーは真の反響の鈍さに悩み、自問を繰り返していたようにも感じる。会見では、「解散はシールズという一つの手段が目的化しないためにも必要なことだ」との声も出たが、これ以上の外部からの政治利用を避けるうえでも的確な判断といえる。
　「最近健康的じゃないなと思い、野菜を食べるような感覚で参加した」などと語るメンバーにとって、一連の活動は政治を自分の問題と考えるきっかけにはなっただろう。他方、シールズが問い続けた「民主主義」を動かすには多数の合意形成が必要で、難題ほど「地道な努力」も重要になってくる。今回、シールズを利用した野党は、「地道な努力」の大切さや、旧民主党政権の失敗談も含めた現実政治の厳しさを彼らに説いただろうか。功罪の検証も必要だ。（政治部　水内茂幸）
産経新聞2016.8.29 03:00更新 
【門田隆将の新聞に喝！】“ご注進”を続け自国を不利にする新聞…有様を教えてくれる真夏の紙面
反応

国会前でリズムに乗って安保関連法案への反対運動を繰り広げたシールズのメンバーら＝２０１５年９月 
　毎年８月の紙面は、各紙の特徴が出るので興味が尽きない。今年は１７日付紙面に目が留まった。仕事柄、毎日、全紙に目を通している私も、朝日の報道に驚きを禁じ得なかった。
　１面の題字下の目次欄に〈ＳＥＡＬＤｓが残したもの〉という見出しのもとに〈街頭デモから新しい政治のあり方を模索してきた学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が解散した。彼らが残したものを追った〉という紹介文があったので、朝日がずっと支援してきたあの学生たちの組織が解散したことを知った。ページを繰（く）ってみると、２面に、これでもかというほどの礼讃（らいさん）記事が並んでいた。
　〈市民が争点作る　種まいた〉〈国会デモ・野党共闘…シールズ解散〉〈東アジアで先行　若者連携〉といった見出しが躍り、さらに、１０面の社説では、〈個人の連帯これからも〉と銘打って、その意義を謳（うた）い、解散を惜しんだ。朝日がシールズ解散を報じた行数は、社説も含め、実に総計２８５行に及んだのだ。
　私には、特に台湾のひまわり学生運動や香港の雨傘運動の若者たちと同列視し、記事をシールズの奥田愛基氏の〈「香港だって台湾だって、実際に政治を動かすまで数年かかっている。日本の動きは始まったばかりだ」〉とのコメントで締めていたのには、二の句が継げなかった。
　目前に迫った中国による人権抑圧と必死に闘う台湾と香港の学生たちの運動と、逆に、１９９２年に定めた「領海法」によって日本領の尖閣（中国名・釣魚島）を「自国の領土」とし、紛争を前提に挑発を繰り返す中国の側を喜ばす主張を展開するシールズを「同列に位置づける」神経に言葉を失ったのだ。
　尖閣を守るため、つまり、「戦争を防ぐ」ためには、当該海域での日米の連携を強化し、中国に「手を出させない」体制を構築することは急務だ。そのために１８年ぶりに改定された日米ガイドライン協議があり、安全保障法制があった。だが、シールズには、そんな安全保障上の危機感もなければ、昔ながらの左翼陣営の主張に丸乗りした現実無視の「観念論」しかなかった。
彼らの主張は若者にさえ受け入れられず、逆に参院選では、２０代の若者の４３％が、比例投票先が自民党となる結果を生んだのではなかったのか。
　一方、同じ日の産経紙面には、尖閣に押し寄せた４００隻もの中国漁船に、１００人以上の中国民兵が乗り込み、漁船には、貢献の度合いに応じて数万から十数万元の手当が出ていることがすっぱ抜かれていた。
　新聞には、世の中の出来事を正確に伝え、警鐘を鳴らす役割がある。しかし、日本には悲しむべきことに、相手国に“ご注進”を続けて外交カードを与え、自国を決定的に不利な立場に追い込む新聞が存在する。８月は、そんな日本の新聞の有様（ありさま）を国民に示してくれる貴重な時期である。今年も、そのことをじっくり考えさせられた夏となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇
【プロフィル】門田隆将　かどた・りゅうしょう　昭和３３年、高知県出身。中央大法卒。ノンフィクション作家。最新刊は、リーダーの本来あるべき姿を実録で描いた『リーダーの本義』。
＜米軍ヘリパッド＞沖縄防衛局が有刺鉄線　市民反発「悪意むき出し」

沖縄タイムス2016年8月28日 10:29

　沖縄防衛局は２７日、東村高江周辺の米軍ヘリパッド建設予定地Ｎ１地区の裏側出入り口（通称Ｎ１裏）で新たなフェンスを設置し、２重にした。さらに有刺鉄線も縦横に張り巡らした。近くのテントから市民の進入を阻止するためとみられるが、市民から「悪意むき出しだ」との声も上がった。



Ｎ１裏に新たにフェンスを設置する作業員。手前には有刺鉄線が張り巡らされた＝２７日午後１時半、国頭・東村境

　この日は砂利を積んだダンプ１０台がＮ１地区に入った。市民は県道７０号に車を並べるなどして抵抗。３時間近く足止めさせたが、最後は機動隊に排除された。

　今帰仁村出身で、沖縄県外の友人ら１０人を案内した高知大３年の女性（２１）は、強制排除に悔し涙を流した。「これをバネに高知の人にもっと呼び掛け、沖縄への誤解や偏見を解かしていきたい」と語った。

米軍ヘリパッド工事に自衛隊ヘリ投入を検討　村道使用拒否で沖縄防衛局

沖縄タイムス2016年8月28日 09:47

　沖縄県東村高江周辺の米軍北部訓練場のヘリパッド建設で、沖縄防衛局が機材搬入のために自衛隊ヘリコプターの使用を検討していることが分かった。２７日、複数の防衛省関係者が明らかにした。市民らの反発に加え、東村の伊集盛久村長がＨ、Ｇ地区につながる村道の工事車両の通過を拒否しているため工事の大幅な遅れが避けられず、早急に進めるために機材空輸の検討に入った。（政経部・大野亨恭）



　ただ、米軍が管理する施設内での飛行は日米合同委員会合意が必要。さらに、ただでさえ反対意見が強い工事に自衛隊ヘリを投入すれば住民のさらなる反発は必至で、防衛省関係者は「自衛隊機使用のハードルは高い」との認識を示した。

　工事関係者によると、使用を検討しているのは自衛隊のＣＨ４７輸送ヘリ。ショベルカーなどの重い機材をＣＨ４７で空輸し、小型クレーンなどの軽めの機材を民間のヘリで運ぶことを検討している。

　防衛省筋によると、空輸は工事着工前に一時検討したものの、重い機材をつり下げて輸送できる民間の機材が国内に数機しかなく、賃料も高額なため見送る方針が固まった。

　だが、伊集村長がＨ、Ｇ地区への村道使用に反対したことで防衛局は機材搬入ルートの見直しを迫られ、Ｎ１地区表の通行路（通称・Ｆルート）から新たなルート建設を検討したが相当の時間を要するため空輸の再検討に入った。

　本紙が入手した防衛局が県へ今年７月に提出した環境影響評価検討図書では、来年１月までに全工事を完了させるため、必要に応じてヘリを使用すると明記。具体的には「工事の初期段階」でＧ地区に２回、Ｈ地区近くの作業ヤードに１８回の合計２０回程度の使用を予定するとしている。

しんぶん赤旗2016年8月29日(月)

「核兵器禁止条約の１７年交渉開始」　国連　秋に議論本格化　問われる日本政府の対応

　核兵器禁止条約の交渉開始に向けて国連での議論が１０月に本格化します。ジュネーブで開催された国連作業部会が今月１９日、国連総会に対し、２０１７年に交渉開始を勧告する報告を採択したことを受けてのものです。
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（写真）作業部会の公開会合が始まる前に会話を交わす外交官たち＝19日、ジュネーブ（小玉純一撮影）


非同盟、世界平和会議でも議題に

　これまでも核兵器禁止条約の交渉開始を求める決議はありましたが、「１７年」と期限を切ったのは、今回の勧告が初めてです。

　禁止条約ができればどんな変化がもたらされるのか。核軍縮交渉の経過に詳しいオランダの平和団体「パックス」のスージー・スナイダー氏は「英国は先日、潜水艦発射の核兵器システムの更新を決めた。法的に問題なく決まった。しかし、禁止条約があればこれは大問題になる」と指摘しています。

　現在、世界の核兵器の数は米ロを中心に、約１万５０００発。核兵器の危険は去っていません。作業部会のタニ・トーンパクディ議長(タイ)は、今回の勧告が核兵器のない世界の実現に近づく歴史的な成果であることを指摘しつつ､｢次は国連総会がこれを前進させるときだ」と述べています。

　１７年の交渉開始を支持しているのは、国連加盟１９３カ国の過半数となる１０６カ国です。しかし、唯一の戦争被爆国である日本は、作業部会での採決で棄権しました。この日本の対応には、被爆者や平和運動関係者からも厳しい批判の声が上がっています。

　核兵器禁止条約など廃絶をめぐる国際的な論議は、国連での審議に先立って、各地で交わされます。９月１日から３日にかけてマレーシアで開かれるアジア政党国際会議では、核兵器廃絶問題が議論のひとつとなります。９月１７、１８日にベネズエラで開かれる非同盟諸国首脳会議でも核兵器廃絶をめぐる問題が議論される予定です。

　９月３０日から１０月２日までドイツで開かれる「国際平和ビューロー(ＩＰＢ)ベルリン世界会議」では、原水爆禁止日本協議会（日本原水協）が各国反核団体とともに「核兵器廃絶会議」を企画。今後の戦略を議論し、運動も交流します。

　世界の反核平和運動や国連加盟国の多数が長く求めてきた、核兵器を条約で禁止し、廃絶に向けての新たな段階へと進めていく課題。国連総会は、新たな禁止条約を求める諸国と、これを阻もうとする核兵器保有国や核の傘に依存する諸国との間で厳しい対立が予想されます。日本政府の対応も問われることになります。

社説　今、憲法を考える（１）　平和の道しるべたれ

東京新聞2016年8月29日

　マッカーサーの執務室が今も残っている。皇居堀端の第一生命本社ビルの六階。連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が一九四五年の終戦後、そこに置かれた。執務室は広さ約五十四平方メートル。引き出しのない机と革製の椅子…。背もたれのばねが弱り、今は座ることを許されない。

　四六年一月二十四日。当時の首相幣原喜重郎は正午にＧＨＱを訪れた。年末から年始にかけ肺炎で伏せっていたが、米国から新薬のペニシリンをもらい全快した。そのお礼という口実をもって、一人で訪問したのである。

　お礼を述べた後、幣原は当惑顔をし、何かをためらっている様子だった。最高司令官のマッカーサーが「意見を述べるのに少しも遠慮する必要はない」と促すと、幣原は口を開いた。

　何と「戦争放棄」の条項を新憲法に入れる提案をし始めたのだ。日本が軍隊を持たないということも…。「マッカーサー回想記」の記述だ。こう続く。

　＜私は腰が抜けるほどおどろいた。（中略）この時ばかりは息もとまらんばかりだった。戦争を国際間の紛争解決には時代遅れの手段として廃止することは、私が長年情熱を傾けてきた夢だった＞

　二人の会談は三時間に及んだ。マッカーサーは後に米国議会上院でも同じ趣旨の証言をした。

　また五七年につくられた憲法調査会会長の高柳賢三がマッカーサーに書簡を出したことがある。戦争放棄はどちら側から出た考えなのかと－。

　五八年十二月に返信があった。その書簡でもマッカーサーはやはり幣原による提案だと書いていた。今年になって、堀尾輝久東大名誉教授が見つけた新史料である。こう綴（つづ）られている。

　＜提案に驚きましたが、心から賛成であると言うと、首相は、明らかに安どの表情を示され、わたくしを感動させました＞

　幣原側にも史料がある。五一年に亡くなる十日ほど前に秘書官だった元岐阜県知事平野三郎に東京・世田谷の自宅で語った文書である。その「平野文書」が国会図書館憲政資料室に残る。

　＜風邪をひいて寝込んだ。僕が決心をしたのはその時である。それに僕には天皇制を維持するという重大な使命があった＞

　＜天皇の人間化と戦争放棄を同時に提案することを僕は考えた＞

◆天皇制存続と絡み合う

　オーストラリアなどは日本の再軍備を恐れるのであって、天皇制を問題にしているのではない、という幣原の計算があった。戦争放棄をすれば、天皇制を存続できると考えたのだ。この二つは密接に絡み合っていた。そして、マッカーサーと三時間かけて語り合ったのである。

　＜第九条の永久的な規定ということには彼も驚いていたようであった。（中略）賢明な元帥は最後には非常に理解して感激した面持ちで僕に握手した程であった＞

　＜憲法は押しつけられたという形をとった訳であるが、当時の実情としてそういう形でなかったら実際に出来（でき）ることではなかった＞

　「平野文書」は九条誕生のいきさつを生々しく書き取っている。

　むろん、この幣原提案説を否定する見方もある。ＧＨＱに示した当初の政府の改正案には「戦争放棄」などひと言もなかったからだ。大日本帝国憲法をわずかに手直しした程度の内容だった。かつ、二人の会談は録音がないから、明白な証拠は存在しない。ただ、会談から十日後に示されたマッカーサー・ノートと呼ばれる憲法改正の三原則には、戦争放棄が入っている。

　ドイツの哲学者カントは十八世紀末に「永遠平和のために」で常備軍の全廃を説いた。第一次大戦後の二八年にはパリで戦争放棄をうたう不戦条約が結ばれた。実は大正から昭和初期は平和思想の世界的ブームでもあった。軍縮や対英米協調外交をすすめた幣原もまた平和主義者だった。

◆戦後国民の願いでも

　憲法公布七十年を迎える今年、永田町では「改憲」の言葉が公然と飛び交う。だが、戦争はもうごめんだという国民の気持ちが、この憲法を支え続けたのだ。多くの戦争犠牲者の願いでもあろう。行く末が危ういとき、この憲法はいつでも平和への道しるべとなる。

　私たちは憲法精神を守る言論に立つ。戦後の平和な社会は、この高い理想があってこそ築かれたからだ。一度、失えば平和憲法は二度と国民の手に戻らない。

　読者のみなさんとともに、今、あらためて憲法を考えたい。

社説　ＰＫＯ新任務　「派遣ありき」は危うい

岩手日報2016.8.28

　自衛隊の活動がこのまま変わっていくのか。稲田朋美防衛相が、安全保障関連法の施行に基づく自衛隊の新任務に向けて訓練を開始すると表明した。

　戦後の歴代政権が認めてこなかった集団的自衛権行使に加え、国連平和維持活動（ＰＫＯ）での「駆け付け警護」など、専守防衛から逸脱し、憲法が禁じる武力行使になりかねない任務が相次ぐ。

　これまで１発の銃弾も撃たず、一人の戦死者も出してこなかった自衛隊のリスクは、海外活動の拡大で増大することが避けられない。

　当面は、１１月中旬に南スーダンのＰＫＯに新たに派遣される予定の１１次隊が焦点となる。陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を主力とする部隊だ。

　武装集団に襲われた国連職員らを救出する「駆け付け警護」や、他国軍と連携して行う「宿営地の共同防衛」の訓練は９月中旬以降に始まる見込み。いずれも武器使用を想定する。

　懸念は南スーダンの治安情勢が急速に悪化していることだ。政府軍と反政府勢力の内戦は和平協定が成立して一時は落ち着いたものの、今年７月には戦闘が再燃した。

　日本の施設部隊は４年半前から派遣され、現在は道路舗装や避難民キャンプ整備など人道支援活動を行っている。治安悪化の中で新任務が付与されれば、隊員が危険に直面する可能性が高まろう。

　自衛隊のＰＫＯ派遣では、当事国の同意や紛争当事者間の停戦合意などの「参加５原則」がある。政府は５原則は満たしているとの認識だが、伝えられる情勢は安定を欠いている。

　「派遣ありき」で突き進むことは許されない。現地の安全環境を厳しく分析し、場合によっては引き揚げという選択があってもいい。

　陸自第５普通科連隊は県人も多く、東日本大震災の発生時はいち早く被災地入りし支援活動を行ってくれた部隊だけに無関心ではいられない。隊員を危険にさらすことがあってはならない。

　政権は、自衛隊の新任務が国民の全面的支持を得ていないことを自覚しなければならない。多くの反対がありながら安保関連法の採決を強行。その後も違憲への疑念が払拭されたとは言えない。

　参院選への影響を懸念して新任務の付与や、それに先立つ訓練を先送りしてきたことが、その「弱み」を如実に示すものではないか。

　政府は、秋の臨時国会であらためて派遣の判断基準や隊員のリスクなどを明確に説明するべきだ。平和国家が変質することはないのか。国民も監視を強めなければならないことは言うまでもない。

社説　「共謀罪」法案　政権の手法が問われる
朝日新聞デジタル2016年8月29日（月）付
　またぞろ、というべきか。
　安倍内閣が、人々の強い反対でこれまでに３度廃案になった「共謀罪」法案を、「テロ等組織犯罪準備罪」法案に仕立てなおして、国会に提出することを検討しているという。
　ついこの間おこなわれた参院選ではそのような方針はおくびにも出さず、選挙が終わるやいなや、市民の自由や権利を脅かしかねない政策を推し進める。特定秘密保護法や安全保障法の制定でもみせた、この政権のふるまいである。
　いや、自民党は治安・テロ対策を選挙公約に掲げたうえで多くの支持を得ている。政府はそう反論するかもしれない。
　しかしそこに書かれていたのは「国内の組織・法制のあり方について研究・検討を不断に進め、『世界一安全な国、日本』を実現します」という、著しく具体性を欠く一文だ。連立与党を組む公明党は、公約でこの問題にいっさい触れていない。
　そんな状況で本当に法案を提出するつもりなのか。内容以前に、政権の体質そのものがあらためて問われよう。
　実際に行動に移さなくても、何人かで犯罪をおこす合意をするだけで処罰する。それが共謀罪だ。マフィアなどの国際犯罪組織を取り締まる条約を結ぶために、日本にも創設することがかねて議論されてきた。
　しかし小泉内閣が提出した法案には、▽共謀罪が適用される組織の範囲があいまいで、ふつうの労働団体や市民団体、企業の活動が制約されるおそれがある▽共謀だけで罪となる行為が６００以上に及び、処罰の網が広くかかりすぎる▽犯罪が行われてはじめて刑罰を科すという刑法の大原則がゆらぐ――といった批判が寄せられた。
　今回の案では、当時の国会審議や与野党協議の到達点を踏まえ、組織の定義などについて相応の修正がなされるようだ。
　だが対象罪種は前のままで、引き続き６００を超すという。数を絞り込む方向で積み重ねてきた、これまでの議論はどうなったのか。この間も捜査のいきすぎや不祥事は後を絶たず、そんな当局に新たな力を付与することに疑問をもつ人は少なくない。さらなる見直しが必要だ。
　東京五輪をひかえ、テロ対策や国際協力の看板をかければ、多少の懸念があっても大方の理解は得られると、政権が踏んでいるのは容易に想像できる。
　もちろんテロの抑止は社会の願いだ。だからこそ権力をもつ側はよくよく自制し、人権の擁護と治安というふたつの要請の均衡に意を砕かねばならない。
社説　テロ準備罪　恣意的運用懸念拭えるか
山陽新聞2016年08月28日 08時51分 更新
　過去に繰り返し廃案になってきた「共謀罪」で指摘されてきた懸念を克服できるかどうかが鍵となろう。政府は、組織的な犯罪の計画・準備を罰する「テロ等組織犯罪準備罪」を新たに設ける組織犯罪処罰法の改正案を、９月の臨時国会に提出することを目指している。
　共謀罪は、殺人などの重大犯罪を実行する以前に、謀議に加わっただけで処罰するものだ。謀議の段階で犯罪の芽を摘み取り、国民を犯罪から守ることができるとして、小泉政権当時の２００３年から０５年まで計３回、国会に提出されたが、いずれも野党の反対で廃案になった。
　例えば、会社の同僚らが居酒屋で「上司を殺しちゃおうか」と意気投合しただけで罰せられるのか、と批判を受けたように、共謀罪は捜査権の乱用を招きかねず、市民生活を脅かす懸念があったことは確かだろう。適用される対象が単に「団体」とされていたため、市民団体や労働組合が対象にされかねないという批判もあった。
　そのため政府は今回、犯罪を構成する要件を見直した。適用対象は「団体」から「組織的犯罪集団」に変える。また、単に犯罪を謀議するだけでなく、資金の確保など「準備行為を行う」ことを要件に加える方針だ。
　共謀罪を巡る議論は、２０００年の国連総会で国際組織犯罪防止条約が採択されたことに始まる。各国が情報をやりとりし、国境を越える犯罪を防ぐ目的だ。条約締結には、共謀罪を含む国内法の整備が必要とされる。これまでに１８０カ国以上が締結済みだが、日本は法整備が進まず、先進７カ国のうち唯一、未締結のままになっている。
　加えて、近年は世界各地でイスラム過激派などによるテロが頻発し、日本人も犠牲になった。２０年の東京五輪・パラリンピックに向けてテロ対策を強化する必要性も増している。以前に比べて国民の理解を得やすい環境に変わったことは確かだろう。
　懸念されるのは、捜査当局による恣意（しい）的な運用の可能性をなお排除しきれない点である。適用対象となる「組織的犯罪集団」としては、テロ組織や暴力団、振り込め詐欺の犯罪グループなどが想定されよう。だが、その判断は捜査当局に任されることになり、定義が曖昧ではないかと危ぶむ声が出ている。「準備行為」も、犯罪に使う資金や物品などを用意するほかに、どういった行為が含まれるのか、はっきりしない。
　市民を無差別に殺傷するテロや高齢者を狙った卑劣な組織的詐欺など、悪質な犯罪への対処は急務だ。一方で、新たな法整備によって市民生活が不当に脅かされることはあってはならない。テロ等組織犯罪準備罪が拡大解釈されるのではないかという懸念を払拭（ふっしょく）すべく、法改正の是非を与野党は徹底して議論してもらいたい。 
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